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「害」の表記については、原則として法令等の名称及び法令等で定められている用語などで

漢字表記が使用されている場合、又は機関、団体等の固有名詞が漢字表記となっている場合

を除き、平仮名で記載しています。 

Ⅰ 策定にあたって（基本情報） 

１ 機関名 

福島市教育委員会 

２ 任命権者 

福島市教育委員会 

３ 計画期間 

令和２年４月１日～令和７年３月３１日（５年間） 

４ 策定趣旨・課題 

○ 福島市教育委員会では、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇

用促進法」）や障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害

者差別解消法」）等に基づき障がい者が働きやすい職場環境の整備や職員の障

がい者に対する意識改革及び障がい者の雇用などに取り組んでまいりました。 

○ 令和元年１２月末日時点で、福島市教育委員会の障がい者雇用数は基準を達成

しているものの、法定雇用率の引き上げ措置や令和２年度より導入される会計

年度任用職員制度、各年度の職員配置状況により法定雇用人数の変動が想定さ

れます。これらも踏まえながら、積極的な採用活動を継続し誰もが活躍できる

共生社会実現に向けた教育現場での取り組みを進めてまいります。 

○ 計画の終期までに法定雇用率の達成を目指し、採用した障がいのある職員が障

がい特性や個性に応じて能力を有効に発揮するため、更なる体制整備を進める

とともに、職員の意識改革を含めた取り組みの推進が必要です。 

○ この度、職員が障がい者の視点に立ちながらサポートし、障がいがある職員も

自身の能力を最大限に引き出して活躍できるよう「福島市障がい者活躍推進計

画」を策定しました。本計画のもと、障がいのある職員を含む全ての職員が働

きやすい職場づくりに向けて取り組んでまいります。 
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Ⅱ 目標 

１ 採用に関する目標  

【実雇用率】（各年６月 1日時点） 

（各年度）当該年６月 1日時点の法定雇用率以上 

【評価方法】毎年の障害者任免状況通報（※）により把握・進捗管理 

【 参 考 】令和元年 ６月 １日時点の実雇用率 ： １．９８％ 

      令和元年１２月３１日時点の実雇用率 ： ２．４７％ 

 ※障害者雇用促進法（第 40 条）により、地方公共団体の任命権者が、厚生労働大臣に対して、毎    

  年一回、対象障害者である職員の任免に関する状況を報告する（６月１日時点）。 

 

２ 定着に関する目標 

障がいのある職員の定着状況データを把握する 

 【評価方法】毎年の障害者任免状況通報のタイミングで、人事記録を元に、前年度採用

した障がい者である職員の定着状況を把握・管理します。 

 

Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた取り組み 

１ 推進体制の整備 

（１）組織面 

① 「障害者雇用推進者」の選任 

福島市教育委員会において、「障害者雇用推進者」として教育部長を選任します。 

② 「福島市障がい者の活躍推進に関する庁内検討会議」への参加 

市長部局が設置する「福島市障がい者の活躍推進に関する庁内検討会議」へ参加

し、市としての取組状況を把握・検証します。 
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③ 庁内相談窓口の設置 

障がいのある職員本人や、職場で支援にあたる管理監督者が相談できる窓口を教育

総務課に設置します。相談者の意向等を踏まえ、必要に応じて、総務部人事課内の

保健師及び産業医とも連携を図ります。 

（２）人材面 

① 管理監督者向け研修の実施 

市長部局で実施する管理監督者等が対象の、障がい理解に係る研修に参加します。 

② 「障害者職業生活相談員資格認定講習」の受講 

障害者職業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む）全員について、労

働局が開催する障害者職業生活相談員資格認定講習を受講します。 

２ 職務の選定・マッチング等 

障がいのある職員一人ひとりの障がい特性や能力、希望等を把握し、新たな業務の創出

に努めながら、業務との適切なマッチングが図れるよう取り組みます。 

① 管理監督者との面談の実施 

採用後も、所属の管理監督者による面談等を通じて、障がいのある職員一人ひとり

の障がい特性や能力、希望等を把握し、業務との適切なマッチングを推進します。 

② 在職中に障がい者となった職員への配慮 

事故等により従来の業務遂行が困難となり、障がい者となった職員から相談があっ

た場合には、過大な負担がかかることなく遂行できる職務の選定・創出について検

討します。 

３ 環境整備・人事管理 

障がいのある職員が安心して働ける環境を整えます。また、職員の採用時には、厚

生労働省が示す「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」等を十分に踏まえ対

応します。 採用後もＯＪＴや各種研修、人事異動等を通じて、計画的にキャリア形成

を図っていきます。 
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（１）職務環境 

① 施設の整備 

車いすや義肢、装具等を利用する職員や、視覚障がいのある職員が移動に支障の

ないよう執務スペースや動線の確保に努めます。 

② 就労支援機器等の整備 

音声読み上げソフトや画面拡大ソフト等の就労支援機器など、障がい特性を踏ま

えた職場環境整備に努めます。 

    ※なお、措置を講じるに当たっては、職場の過大な負担にならない範囲で障がい

者からの要望を踏まえ、適切に実施します。 

（２）募集・採用 

① 採用選考時の対応 

手話通訳者による対応や拡大読書器の使用など、採用選考の実施にあたり必要な配

慮を行います。また、試験時には採用後配慮が必要な事項等について、本人同意の

もとヒアリングを行い、可能な限り本人が働きやすい環境体制を整えます。 

② 募集・採用に当たっての対応 

  ・特定の障がいを排除し、または特定の障がいに限定しないよう努めます。 

・自力で通勤できることといった条件を設定しません。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定しません。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられないこと」 

 といいった条件を設定しません。 

・特定の就労支援機関からのみの受け入れは実施しません。 

（３）働き方 

◎年次休暇等の取得促進 

時間単位の年次有給休暇や病気休暇などの各種休暇の取得を促進します。 
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（４）キャリア形成に向けた取り組み 

◎人事評価制度や研修等を通じた能力向上 

人事評価制度や研修等を通じて、実務能力や専門性の向上を図ります。 

 

５ 優先調達等 

◎ 障がい者就労施設等への発注 

障害者優先調達推進法に基づく障がい者就労施設等への発注を通じ、障がい者の活躍

の場の拡大を推進します。 


